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専門委員会等の活動状況
（2015 年 8月～2015 年 10 月）

主な活動内容 開催日

実
務
対
応

・第 77 回専門委員会
1．権利確定条件付きで従業員等に有償で発行される
新株予約権の企業における会計処理の検討

10 月 27 日

金
融
商
品

・第 117 回専門委員会
1．IFRS のエンドースメントに関する検討
2．IASB 等における金融商品会計の最近の検討状況

10 月 28 日

収
益
認
識

・第 55 回専門委員会
1．IFRS 第 15 号「顧客との契約から生じる収益」に
関する主な論点の検討
2．IASB と FASB の現在の審議状況（公開草案への
対応を含む）

・第 56 回専門委員会
1．IFRS 第 15 号「顧客との契約から生じる収益」に
関する主な論点の検討
2．IASB 公開草案への対応他

・第 57 回専門委員会
1．IFRS 第 15 号「顧客との契約から生じる収益」に
関する主な論点の検討
2．IASB 及び FASBの公開草案への対応

・第 58 回専門委員会
1．IASB 及び FASBの公開草案への対応

・第 59 回専門委員会
1．IASB 及び FASBの公開草案への対応
2．我が国における収益認識基準の開発に向けた検討

8月 24 日

9 月 4 日

9 月 18 日

10 月 5 日

10 月 20 日
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Ａ
Ｓ
Ａ
Ｆ
対
応

・第 28 回専門委員会
1．2015年 7月開催 会計基準アドバイザリー・フォー
ラム（ASAF）の報告
2．IASB 公開草案「財務報告に関する概念フレーム
ワーク」へのコメント対応

・第 29 回専門委員会
1．IASB 公開草案「財務報告に関する概念フレーム
ワーク」へのコメント対応

・第 30 回専門委員会
1．IASB 公開草案「財務報告に関する概念フレーム
ワーク」へのコメント対応
2．2015年10月開催 会計基準アドバイザリー・フォー
ラム（ASAF）会議への対応

・第 31 回専門委員会
1．IASB 公開草案「財務報告に関する概念フレーム
ワーク」へのコメント対応
2．2015年10月開催 会計基準アドバイザリー・フォー
ラム（ASAF）会議への対応

・第 32 回専門委員会
1．IASB 公開草案「財務報告に関する概念フレーム
ワーク」へのコメント対応
2．2015年10月開催 会計基準アドバイザリー・フォー
ラム（ASAF）会議報告（概要）

・第 33 回専門委員会
1．IASB 公開草案「財務報告に関する概念フレーム
ワーク」へのコメント対応
2．2015年10月開催 会計基準アドバイザリー・フォー
ラム（ASAF）会議報告

・第 34 回専門委員会
1．IASB 公開草案「財務報告に関する概念フレーム
ワーク」へのコメント対応
2．IASB 公開草案「財務報告に関する概念フレーム
ワーク」へのコメント対応
3．ショート・ペーパーの検討

8月 4日

8月 31 日

9 月 14 日

9 月 24 日

10 月 5 日

10 月 20 日

10 月 30 日
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保
険
契
約

・第 21 回専門委員会
1．有配当契約に関する会計処理
2．IFRS 第 9 号と新たな保険契約基準との相互関係

9月 18 日

税
効
果
会
計

・第 23 回専門委員会
1．繰延税金資産の回収可能性に関する指針の見直し

・第 24 回専門委員会
1．「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針
（案）」に寄せられたコメントへの対応

・第 25 回専門委員会
1．「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針
（案）」に寄せられたコメントへの対応及び税効果会
計に適用する税率に関する取扱いの検討

・第 26 回専門委員会
1．「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針
（案）」に寄せられたコメントへの対応

・第 27 回専門委員会
1．公開草案「繰延税金資産の回収可能性に関する適
用指針（案）」に寄せられたコメントへの対応
2．税効果会計に適用する税率に関する取扱いの検討

8月 11 日

8 月 31 日

9 月 24 日

10 月 6 日

10 月 26 日

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
エ
ン
ド
ー
ス
メ
ン
ト

に
関
す
る
作
業
部
会　
　
　
　
　

・第 23 回作業部会
1．2013 年中に IASB により公表された会計基準等の
エンドースメント手続に関する検討

10 月 27 日


